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科目等履修生に関する規程 

 

 （総則） 

第１条 この規程は、九州ルーテル学院大学学則第４１条第５項の規定に基づき、科目等履修生に

関し必要な事項を定める。 

 （入学資格） 

第２条 本学に科目等履修生として入学できる者は、次の各号の一に該当する者とする。 

 (1) 高等学校又は中等教育学校を卒業した者 

 (2) 通常の課程による 12 年の学校教育を修了した者（通常の課程以外の課程によりこれに相当

する学校教育を修了した者を含む。） 

 (3) 外国において、学校教育における 12年の課程を修了した者又はこれに準ずる者で文部科学

大臣の指定した者 

 (4) 文部科学大臣が高等学校の課程と同等の課程を有するものとして認定した在外教育施設の

当該課程を修了した者 

(5) 専修学校の高等課程（修業年限が 3 年以上であることその他の文部科学大臣が定める基準

を満すものに限る。）で文部科学大臣が別に指定するものを文部科学大臣が定める日以後に修

了した者 

（6）文部科学大臣の指定した者 

 (7) 文部科学大臣が行う高等学校卒業程度認定試験に合格した者（平成 16年度以前に大学入学

資格検定に合格した者を含む。） 

 (8) その他、相当の年齢に達し、又は相当の社会的経験があり、本学で学ぶ学力を有することを

本学が認めた者 

 (9) 履修に関して協定を結んだ高等学校の生徒で、その高等学校長の推薦を受けた者 

 （受講科目） 

第３条 科目等履修生の受講科目の上限は、半期について 5科目・10単位とする。ただし、学外で

行う実習に関する科目その他これに準ずる科目で本学が指定する科目については、受講すること

ができない。 

２ 前項ただし書の規定にかかわらず、本学において学位を取得した者のうち、特別の配慮が必要

と認められる場合は、当該科目を受講することができる。 

 （志願手続） 

第４条 科目等履修生を希望する者は、学期始めの 1か月前までに次に掲げる書類を提出しなけれ

ばならない。 

 (1) 科目等履修許可願 

 (2) 履歴書 

 (3) 最終学校の卒業証明書 

 (4) 健康診断書 

 (5) その他、本学が特に求める書類 

 （受講許可） 

第５条 科目等履修生の受講許可は、希望する受講担当教員の意見を聴取し、教授会の議を経て、

学長が行う。 



 
第５編 大学運営管理規程              （５２６）科目等履修生に関する規程 
 

- 2 - 
526 2016 年 1 月 

 （履修登録手続） 

第６条 受講を許可された者は、所定の期日までに履修登録料、受講料その他の納入金を納めなけ

ればならない。ただし、履修登録料は、本学において学位を取得した者については免除する。 

２ 既納の校納金は、理由のいかんを問わず返還しない。 

３ 実験、演習等に要する費用は、本人の負担とする。 

 （科目等履修生証） 

第７条 前条に掲げる受講料を納入した者に、科目等履修生証を交付する。 

２ 科目等履修生は、登学に際して科目等履修生証を常時携帯することとする。 

 （単位の認定） 

第８条 科目等履修生が、受講した科目について単位の認定を希望する場合は、試験を受けること

ができる。この場合において、成績評定については、学則第１７条の規定及び成績評定規程に準

じて行う。 

２ 前項の試験に合格した者には、所定の単位を与える。 

３ 科目等履修生が希望する場合は、成績証明書及び単位取得証明書を交付する。 

 （受講の中止） 

第９条 科目等履修生が本人の都合により受講を中止する場合は、速やかに大学事務部教務課に届

け出なければならない。 

 （身分の取消し） 

第１０条 科目等履修生が次の各号の一に該当する場合は、科目等履修生の身分を取り消す。 

 (1) 受講料を滞納した場合 

 (2) 出席状況が極めて不良で、修学の見込みがない場合 

 (3) 他の学生に悪影響を及ぼすと本学が判定した場合 

 （施行、改廃） 

第１１条 この規約の改廃は、教授会の議を経て行い、学長は、これを理事会に報告し、受理され

なければならない。 

２ ａ この規程の改正は、平成 9年 4月 1日から施行する。 

  ｂ この規程の実効性は、理事会はこれを確認する。  （議決№98－21） 

  ｃ この規程の改正は、平成 14年 4月 1日から施行する。 

 

   附 則 

 この規程は、平成２８年１月２１日から施行する。 

 

   附 則 

 この規程は、２０２６（令和８）年４月１日から施行する。 

 


